








 利用料金表（指定居宅介護支援）R6.4.1～ 
 

区分・要介護度（1月につき） 基本単位 利用料 

居宅介護

支援費

(Ⅰ) 

(ⅰ)取扱い件数が 45件未満 
要介護 1・2 1086 11,088 円 

要介護 3・4・5 1411 14,406 円 

(ⅱ)取扱い件数 45件以上 60件未満 
要介護 1・2 544 5,554 円 

要介護 3・4・5 704 7,187 円 

(ⅲ)取扱い件数 60件以上 
要介護 1・2 326 3,328 円 

要介護 3・4・5 422 4,308 円 

居宅介護

支援費

（Ⅱ) 

(ⅰ)取扱い件数が 50未満 
要介護 1・2 1086 11,088 円 

要介護 3・4・5 1411 14,406 円 

(ⅱ)取扱い件数 50件以上 60件未満 
要介護 1・2 527 5,380 円 

要介護 3・4・5 683 6,973 円 

(ⅲ)取扱い件数 60件以上 
要介護 1・2 316 3,226 円 

要介護 3・4・5 410 4,186 円 

※ 当事業所が運営基準減算（居宅介護支援の業務が適切に行われない場合の減算）に該当す

る場合は、上記金額の 50／100 となります。また 2 ヶ月以上継続して該当する場合には、

算定しません。 

居宅介護支援の業務が適切に行われない場合とは以下のような場合が該当します。 

・指定居宅介護支援の利用の開始に際し、利用者が複数の指定居宅サービス事業者等を紹

介するよう求められることや、居宅サービス計画に位置づけられた指定居宅サービス事業

者等の選定理由の説明を求められることを文書により説明・交付を行っていない場合 

・居宅サービス計画の新規作成及び変更に当たって、利用者の居宅を訪問し利用者および

家族に面接していない場合、当該計画について利用者又は家族に対し説明・同意・交付を

行っていない場合 

・居宅サービス計画の新規作成や変更時、要介護認定の更新や区分変更時に、サービス担

当者会議の開催等を行っていない（やむを得ない場合を除く）場合 

・居宅サービス計画の作成後、当該計画の実施状況の把握のため 1 月に利用者の居宅を訪

問し利用者に面接していない場合、その結果を記録していない場合 

※ 居宅介護支援費（Ⅰ）で、取扱件数が 45以上の場合は、契約日が古いものから順に割り当

て、45件目以上になった場合に居宅介護支援費（Ⅰ）の（ⅱ）又は（ⅲ）を算定します。 

※ 居宅介護支援費（Ⅱ）で、取扱件数が 50以上の場合は、契約日が古いものから順に割り当

て、50件目以上になった場合に居宅介護支援費（Ⅱ）の（ⅱ）又は（ⅲ）を算定します。 

※ 居宅介護支援費（Ⅱ）は、指定居宅サービス事業者等との間で居宅サービス計画に係るデー

タを電子的に送受信するためのシステム「ケアプランデータ連携システム」の活用又は事

務員の配置を行っており、月の末日において市町村又は国民健康保険団体連合会に対し、

法定代理受領サービスとして位置付けたものに関する情報を記載した文書を提出している

場合に算定します。 

 

 

 



(1) 加算料金 

以下の要件を満たす場合、上記の基本部分に以下の料金が加算されます。 

加算 
基本単

位 
利用料 算定回数等 

初回加算 300 3,063円 1 月につき 

特定事業所加算（Ⅰ） 519 5,298円 

１月につき 
特定事業所加算（Ⅱ） 412 4,206円 

特定事業所加算（Ⅲ） 323 3,297円 

特定事業所加算（A） 114 1,163円 

特定事業所医療介護連携加算 125 1,276円 １月につき 

入院時情報連携加算（Ⅰ） 250 2,552円 

利用者が病院又は診療所に入院した日のう

ちに、当該病院又は診療所の職員に対して

当該利用者に係る必要な情報の提供を行っ

た場合（1月につき） 

入院時情報連携加算（Ⅱ） 200 2,042円 

利用者が病院又は診療所に入院した日の翌

日又は翌々日に、当該病院又は診療所の職

員に対して当該利用者に係る必要な情報の

提供を行った場合（1月につき） 

退院・退所加算（Ⅰ）イ 450 4,594円 

病院職員等から必要な情報の提供をカン

ファレンス以外の方法により 1回受けた場

合（入院又は入所期間中 1回を限度） 

退院・退所加算（Ⅰ）ロ 600 6,126円 

病院職員等から必要な情報の提供をカン

ファレンスにより 1回受けた場合 

（入院又は入所期間中 1回を限度） 

退院・退所加算（Ⅱ）イ 600 6,126円 

病院職員等から必要な情報の提供をカン

ファレンス以外の方法により 2回以上受け

場合（入院又は入所期間中1回を限度） 

退院・退所加算（Ⅱ）ロ 750 7,657円 

病院職員等から必要な情報の提供をカン

ファレンス以外の方法により 2 回受けた

（内 1回はカンファレンスによる）場合 

（入院又は入所期間中 1回を限度） 

退院・退所加算（Ⅲ） 900 9,189円 

病院職員等から必要な情報の提供をカン

ファレンス以外の方法により 3回以上受け

た（内 1回はカンファレンスによる）場合 

（入院又は入所期間中 1回を限度） 

通院時情報連携加算 50 510 円 利用者１人につき１月に１回が限度 

緊急時等居宅カンファレンス

加算 
200 2,042円 1 月につき（2回を限度） 

ターミナルケアマネジメント

加算 
400 4,084円 １月につき 

※ 初回加算は、新規に居宅サービス計画を作成した場合や要支援者が要介護認定を受けた場

合、要介護状態区分が２区分以上変更された場合に居宅サービス計画を作成した場合に算

定します。 

※ 特定事業所加算は、質の高いケアマネジメントを実施している事業所を評価する観点から、

中重度者や支援困難ケースへの積極的な対応を行うほか、専門性の高い人材を確保し、地

域全体のケアマネジメントの質の向上を目指した対応を行っている事業所に認められる

加算です。 

※ 特定事業所医療介護連携加算は、前々年度の３月から前年度の２月までの間において退

院・退所加算の算定に係る病院等との連携の回数が 35回以上であり、同期間の間において



ターミナルケアマネジメント加算を15回以上算定している場合で、特定事業所加算（Ⅰ）、

（Ⅱ）又は（Ⅲ）を算定している場合に算定します。 

※ 入院時情報提供連携加算は、利用者が病院又は診療所に入院するに当たって、利用者の心

身の状況や生活環境等の必要な情報を提供した場合に算定します。 

※ 退院・退所加算は、病院・介護保険施設等に入院、入所していた利用者が退院又は退所し、

居宅において居宅サービスを利用する場合に、当事業所の介護支援専門員が当該病院等職

員と面談を行い、利用者に関する必要な情報提供を受けた上で、居宅サービス計画の作成

及びサービスの調整を行った場合に算定します。情報提供の回数･方法により算定区分が

異なります。 

※ 通院時情報連携加算は、利用者が病院又は診療所で医師(歯科医含む)の診察を受けるとき

に介護支援専門員が同席し、医師等に対して必要な情報提供を行うとともに、医師等から

必要な情報提供を受けた上で、居宅サービス計画に記録した場合に、算定します。 

※ 緊急時等居宅カンファレンス加算は、病院又は診療所の求めにより医師又は看護師等と共

に利用者の居宅を訪問し、カンファレンスを行い、必要なサービスの調整を行った場合に

算定します。 

※ ターミナルケアマネジメント加算は、在宅で死亡した利用者に対して、終末期の医療や

ケアの方針に関する当該利用者又はその家族の意向を把握した上で、その死亡日及び死

亡日前 14日以内に２日以上、当該利用者又はその家族の同意を得て、当該利用者の居宅

を訪問し、当該利用者の心身の状況等を記録し、主治の医師及び居宅サービス計画に位

置付けた居宅サービス事業者に提供した場合に算定します。 

※ 地域区分別の単価（7級地 10.21 円）を含んでいます。 

 

３ その他の費用について 

① 交通費 徴収しない 

 


